第6章　台湾

岸本　千佳司

2006年の台湾の政局は，陳水扁総統と野党との対立抗争が激化し，泥沼化の様相を呈した。抗争の主な原因は，陳総統の娘婿や側近らによる不正疑惑を巡るものであり，11月には総統府の国務機密経費1,480万台湾ドルの不正流用疑惑により呉淑珍総統夫人らが起訴される事態に至った。起訴状には陳総統に対する同様の疑いも記されているが，現職総統の不逮捕特権により，陳総統が起訴されるとすれば2008年の退任後だと言われている。陳総統は，呉夫人が一審判決において有罪となった場合は即刻総統を辞任する考えを示した。総統府周辺の一連の不正疑惑に対して，1年間で3度にわたり野党による総統罷免案の提出がなされ（3度とも否決），さらに与党民主進歩党（民進党）元主席の施明徳氏による総統退陣要求や，9月以降には総統辞任を求める市民のデモが生じるに至り，政局の混迷と社会の亀裂が深まった。こうした中，12月9日に，台湾の行政院直轄地である台北・高雄両市の市長・市議選挙が行なわれ，台北市長は野党の国民党候補が，高雄市長は民進党候補が勝利し，両者引き分けという結果となった。不祥事続きの不利な状況下で民進党が善戦したことは，11月に国民党主席で現職台北市長の馬英九氏が，台北市長特別支出費の不正使用疑惑で検察の事情聴取を受け，クリーンなイメージに傷がついたことが一因とされる。こうした政局の混迷は，2007年末の立法院（国会に相当）選挙まで続くと見られており，陳政権には経済・社会の安定確保に注力することが求められている。

2006年の台湾経済は，前年に引き続き緩やかな成長を見せ，実質GDP成長率は4.3％の見込みである（表6.1）。成長率は第1～3四半期には平均で4.8％と比較的高かったが（図6.1），第4四半期は2.8％と急落した。緩慢な成長の主因は内需の低迷であり，内需の中心である民間消費と総固定資本形成の伸び悩みが観察された。緩慢な成長にもかかわらず，失業率は4年連続で低下し，2006年1～11月期で3.9％まで低下した。しかしながら，1995～2000年の3％以下の水準と比較すると，失業率は依然高いレベルにある。消費者物価指数はわずか0.6％ポイントの増加であり，GDPデフレータは5年連続でマイナスの対前年上昇率を示した。要約すれば，インフレ率は非常に低い水準を保ったまま，経済のいくつかの側面でデフレ圧力が継続していた（表6.2）。2007年の経済はさらに減速し，成長率は4％をわずかに上回る水準となり，消費者物価指数は多少上昇すると予測される。

財政再建は，過去数年間の台湾政府が直面する最重要課題の1つである。財政収支赤字の対GDP比については若干の改善が見られ，2000～03年には3％を超えていたが，2004年には2.5％，2005年には1.7％へと低下した（表6.2）。ただし中央政府債務の対GDP比は高いままで，2006年には33％となると見込まれている。中央と地方を合わせた政府の公的負債全体では，2005年末の時点で対GDP比の37％にまで上り，依然重大な問題であることに変わりはない（Office of the President，2006）。この膨大な赤字の原因の1つは税収の減少であり，2001～05年にかけて対GDP比の12～14％に留まっている。2005年12月には，「最低税金負担制度」（優遇措置を受けている企業や個人からも最低限徴収できる額を規定）を中心とする税制改革案が立法院で可決され，若干の改善が期待される。他方で，歳出の対GDP比は一定水準を保っており，2002～05年で21％前後である。政府が社会福祉や国防建設へのコミットを強めていることから，さらなる支出削減は困難と見られている。

内需が低迷したのに対して，外需と輸出の伸びが成長に大きく貢献し，経常収支の黒字拡大も主にそれによって支えられた（表6.1，6.2）。すなわち財貨貿易において，2006年1～11月期に前年同期比で輸出が13％増加したのに対して輸入は11％しか伸びなかったことにより（表6.3，図6.4），貿易収支の黒字が51％増加した。雇用創出や生産に占める製造業の比重は減少しているが，輸出の大部分は製造業製品で，その中心は機械製品である。中でも近年，電気機器関連の3部門（事務用・電算機器，通信機器，その他電気機器）と専門・科学的機器を合わせると，全輸出額の約半分を占めるようになっており，台湾がハイテク製品の主要な供給者になっていることを裏付けている。2006年は，その他電気機器（部品とコンポーネントが中心）と専門・科学的機器の増加が著しい。輸入面では，原油とその他商品価格高騰の影響で鉱物性燃料と非鉄金属の伸びが著しいものの，輸入の主要部分も製造業製品である。台湾はまた多額の資本移動があり，とりわけ証券投資とその他投資が大きい。直接投資は小さいが，2006年第1～3四半期において対外直接投資は47％伸びて56億米ドルとなり，対内直接投資は241％伸びて46億米ドルとなった（Republic of China, Central Bank of China，2006）。
輸入先としては依然日本が最大で，2004年まではこれに米国，欧州工業国が続いた（表6.4）。ただし近年は中国からの輸入が急増し，2005年には日本，米国に次いで第3位に，2006年1～11月期では日本に次ぐ第2位に浮上した。中国は輸出先としては2004年以降最大となり，2006年1～11月期では全輸出の23％のシェアを占めている。香港への輸出の比重も大きいが，輸出品の多くは中国，米国，欧州工業国を含む第3国へ再輸出されている。他のアジア諸国は，貿易相手としての重要性は一般に低いが，輸入において韓国が比較的大きなシェアを占めていることが目に付く。台湾は所得水準が高く，公的資金流入はほとんど無いが，海外からの銀行借入は多く，その大半は欧州と米国からである。

日本との経済関係については，財貨の貿易が日本との取引の大部分を占める（表6.5）。日本からの輸出は輸入を大きく上回り，日本側の大幅な黒字は，時折，政治的摩擦の原因になってきたが，その経済的影響は僅かである。機械製品が財貨貿易の中心であり，近年では，日本から台湾への輸出の約半分，台湾から日本への輸入の5分の3を占めている（表6.6）。その他製品の輸出入もこれに次いで双方で重要であり，化学製品は日本から台湾への輸出において比較的大きなシェアを占める。台湾の対日直接投資は小さく，日本の対台湾直接投資は大きい。台湾における日系企業は，2002年に10万人を超える従業者数を記録したが（経済産業省による推計－経済産業研究所による調整済み），近年，急速な減少傾向を示している（表6.7）。日系多国籍企業は機械産業に集中しており，このことが両国間の貿易で機械製品が占めるシェアの大きさの背景にある。
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